
 

 

原子力発電所の解体廃棄物の集中クリアランス事業 

に関する今後の対応 
 

令和５年６月２１日 

原 子 力 規 制 庁 

 

１．趣旨 

本議題は、福井県が事業化調査を進めている原子力発電所の解体廃棄物1の集

中クリアランス事業（以下「集中クリアランス事業」という。）について、事業

の概要及び規制上の取り扱いを検討する上での論点等について報告し、今後の

対応の了承について諮るものである。 

 

２．経緯  

原子力規制庁は、資源エネルギー庁と面談（令和５年３月２８日）を行い2、

クリアランス金属の再利用プロセスの確立に向けた同庁の取組及び福井県が検

討を進めている集中クリアランス事業について説明を受けた。 

説明を受けた集中クリアランス事業の概要は３．に記載のとおりであり、併せ

て、資源エネルギー庁から、福井県の要望として、本件の事業化にあたり規制上

の観点からの問題点等について、資源エネルギー庁及び福井県と規制当局との

間で意見交換する場を設けて欲しいとの意向が示された。 

 

３．集中クリアランス事業の概要  

資源エネルギー庁は、別紙のとおり、クリアランス確認3を受けたクリアラン

ス物について、有用資源としての再利用の取組を進めるとしている。 

福井県は、県内の原子力発電所の解体廃棄物のうち、クリアランス制度を活用

して再利用しようとするもの（以下「クリアランス推定物」という。）を、新た

に設立する事業主体（以下「新規事業主体」という。）が受け入れ集中処理する

事業の具体化を進めている。新規事業主体は、受け入れたクリアランス推定物を

分別・除染・切断及び溶融処理した後に、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の

規制に関する法律（以下「規制法」という。）に基づくクリアランス確認を行い、

 
1 解体廃棄物：原子力発電所の廃止措置等に伴い発生した廃棄物 
2 「福井県におけるクリアランス事業に係る情報交換」（令和5年3月28日） 

（https://www2.nra.go.jp/data/000428025.pdf） 
3 クリアランス確認：規制法第61条の2第１項及び第２項の規定に基づき、あらかじめ原子力規制委

員会の認可を受けた方法により放射能濃度の測定及び評価を実施し、クリアランスレベル以下

であることについて原子力規制委員会の確認を受けること。 
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クリアランスできたものは再利用し、クリアランスできなかったものは発電用

原子炉設置者に返還するとしている。 

 

４．論点等  

集中クリアランス事業の実施に係る規制上の論点等については、今後当事者

から詳細を聴取した上で、現行法令の適用関係や技術的基準への適合性などの

観点から具体的に検討しなければ特定することは難しいが、原子力規制庁が現

在までに把握した内容をもとに検討を行ったところ、その限りで、次のような論

点等があると考える4。 

 

（１）利用政策上の位置付けの確認 

集中クリアランス事業は、これまで各原子力発電所内で発電用原子炉設置者

が個別に実施してきたクリアランス測定・評価を、原子力発電所外に新たに設置

する特別の事業用施設で、発電用原子炉設置者ではない者が集中して行おうと

するものと見られ、現行の規制制度が前提としてきた解体廃棄物の処理処分の

形態とは異なる新たな形態になると想定される。 

例えば、従来、原子力発電所で発生した廃棄物は原子力発電所内で測定・評価

及び分別がなされ、これにより放射性廃棄物として原子力発電所外に搬出され

た後は、クリアランス制度の対象とすることなく処理処分されてきたが5、集中

クリアランス事業では、このような放射性廃棄物をクリアランス制度の対象と

するものと考えられる。 

こうした新たな形態の事業に係る現行規制上の諸課題を整理・検討するため

には、原子力規制委員会は一定の時間と規制資源を投入する必要があるものと

考えられる。 

このため、利用政策当局である資源エネルギー庁が、利用政策として本件を今

後責任をもって推進することを決定しているのかどうかについて資源エネルギ

ー庁に確認するとともに、福井県に対して、事業実現可能性や今後の事業スケジ

ュール等について確認する必要がある。 

 

（２）法律的な論点 

 規制法上の許認可について、整理すべき事項及びその論点は、以下のとおり。 

 
4 ここに記載した論点等は、あくまで現時点までの概括的な検討により導出されたものであり、今後

明らかとなる内容や詳細検討等により、論点等が追加され、あるいは論点等ではなくなることもあ

り得る。 
5 原子力発電所の管理区域内で使用された物で事業所外に搬出される廃棄物は、搬出される前

に、①放射性廃棄物、②事業所内でクリアランス確認を受けたもの（放射性廃棄物として取り扱う

必要がないもの）、③放射性廃棄物ではない廃棄物の３種類に分別される。集中クリアランス事

業で受け入れるクリアランス推定物は②及び③には該当しないため放射性廃棄物となる。 
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① 新規事業主体の許認可 

新規事業主体は、３．に記載のとおり、原子力発電所から解体廃棄物を受け

入れ、処理する事業を行うとしており、「核燃料物質によって汚染された物」

を取り扱うことから、規制法上の許認可が必要である。現行規制上、解体廃棄

物であって一定水準以上の汚染があるもの（そのおそれがあるものを含む。）

を原子力発電所外に搬出する場合、当該廃棄物は、再利用に供するかどうかに

かかわらず放射性廃棄物として取り扱う必要があり、また、発電用原子炉設置

者が放射性廃棄物を引き渡す事業者は規制法上の許認可を受けた廃棄事業者

である必要がある。 

規制法第５１条の２の規定により、廃棄の事業を行おうとする者は、廃棄の

種類ごとに許可を受けなければならない。集中クリアランス事業の事業内容が

規制法上のどの廃棄事業に該当するのか確認が必要である。 

② 発電用原子炉設置者の許認可 

 放射性廃棄物は、発生者責任の原則の下で適切に処理処分されなければなら

ない。発電用原子炉設置者が放射性廃棄物を適切な形で廃棄事業者に引き渡し

た場合には、当該廃棄事業者が一元的にその責任6を負うこととされている。 

廃棄事業の許可を取得した新規事業主体が、各原子力発電所から受け入れた

放射性廃棄物を溶融処理等した後にクリアランスレベルを超える放射性廃棄

物を生じた場合には、当該放射性廃棄物についての責任は一元的に新規事業主

体が負い、新規事業主体が適切に処理処分しなければならないものと考えられ

る。 

 集中クリアランス事業において新規事業主体が発生させたクリアランスレ

ベルを超える放射性廃棄物は各原子力発電所に返還するとされているが、現行

の規制上、発電用原子炉の附属施設として原子力発電所内に設置された廃棄物

貯蔵施設でこれを受け入れることはできない。このため、発電用原子炉設置者

が新規事業主体から放射性廃棄物を受け入れるためには、当該発電用原子炉設

置者は、新たに廃棄事業の許可を取得して廃棄事業者となる必要があると考え

られる。集中クリアランス事業を利用しようとする発電用原子炉設置者があら

かじめ廃棄事業の許可を取得することを想定しているのか確認が必要である。 

 

（３）技術的な論点 

現行のクリアランス制度は、発電用原子炉設置者が、クリアランス確認を受け

る前に溶融処理を行ったり、複数の原子力発電所からクリアランス対象物を集

めたり、あるいは発電用原子炉設置者ではない他者にクリアランスを実施させ

るようなケースを想定していない。 

新規事業主体は、廃止措置に伴い発生した放射性廃棄物を各原子力発電所か

ら受け入れ溶融処理等を行うため、汚染の履歴や性状等が異なる様々な放射性

 
6 原子力損害賠償法上の責任も含まれる。 
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廃棄物が集中的に処理されるものと考えられる。集中クリアランス事業の処理

工程や施設規模などの具体的な内容が不明であるため、現時点で安全確保上の

技術的な論点を特定することは困難である。まずは、これらの詳細や安全確保上

の措置等について資源エネルギー庁や福井県がどのように考えているか説明を

聞く必要があるが、現時点までに把握した内容からは、次のような論点があげら

れる。 

① 汚染の希釈・混合 

現行のクリアランス制度は、クリアランス対象物の放射能濃度がクリアラン

スレベル以下であることが十分予測できるものを対象としており、クリアラン

スレベルを超える汚染のあるものをクリアランスレベル以下のものと混ぜ合

わせることにより希釈してクリアランスレベル以下にしようとする行為を想

定していない。集中クリアランス事業の処理においてこうした希釈行為を予定

していないことを確認する必要がある。 

② 測定及び評価の方法等 

 現行の審査基準7において、放射性物質の放射能濃度の測定及び評価の方法

並びに品質保証に係る審査基準を定めているが、当該基準では、溶融処理後の

物で確認を行うこと、確認を行う者が発電用原子炉設置者とは異なる者である

ことを想定していないことから、事業の詳細説明を踏まえ、技術的な課題を整

理する必要がある。 

 

５．今後の対応（委員会了承事項）（案） 

 資源エネルギー庁及び福井県が検討している集中クリアランス事業について、

４．に示した論点等を検討するため、原子力規制庁と資源エネルギー庁及び福井

県、必要に応じて関係する発電用原子炉設置者との間で、意見交換を行う公開の

場を設けることとしたい。意見交換の状況等については、必要に応じて、原子力

規制委員会に報告を行うこととしたい。 

 

 

［資料一覧］ 

別紙 「着実な廃止措置に向けた取組」（令和5年3月28日、資源エネルギー

庁） 

参考 関係法令（抄） 

 

  

 
7 「放射性濃度についての確認を受けようとする物に含まれる放射性物質の放射能濃度の測定及

び評価の方法に係る審査基準（令和元年９月１１日、原子力規制委員会決定） 
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参考 

 

◎核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和三十二年法律第百六十六号） 

 

（事業の許可） 

第五十一条の二 次の各号に掲げる廃棄（製錬事業者、加工事業者、試験研究用等原子炉設置

者、外国原子力船運航者、発電用原子炉設置者、使用済燃料貯蔵事業者、再処理事業者及び

第五十二条第一項の許可を受けた者が製錬施設、加工施設、試験研究用等原子炉施設、発電

用原子炉施設、使用済燃料貯蔵施設、再処理施設又は同条第二項第七号に規定する使用施設

に付随する同項第九号に規定する廃棄施設において行うものを除く。）の事業を行おうとする

者は、当該各号に掲げる廃棄の種類ごとに、政令で定めるところにより、原子力規制委員会

の許可を受けなければならない。 

一 核燃料物質又は核燃料物質によつて汚染された物であつて、これらに含まれる政令で定

める放射性物質についての放射能濃度が人の健康に重大な影響を及ぼすおそれがあるもの

として当該放射性物質の種類ごとに政令で定める基準を超えるもの（次号において「第一

種廃棄物」という。）の埋設の方法による最終的な処分（以下「第一種廃棄物埋設」とい

う。） 

二 核燃料物質又は核燃料物質によつて汚染された物であつて第一種廃棄物以外のもの（第

五十一条の二十四の二第一項において「第二種廃棄物」という。）の埋設の方法による最

終的な処分（以下「第二種廃棄物埋設」という。） 

三 核燃料物質又は核燃料物質によつて汚染された物についての第一種廃棄物埋設及び第二

種廃棄物埋設（以下「廃棄物埋設」という。）その他の最終的な処分がされるまでの間に

おいて行われる放射線による障害の防止を目的とした管理その他の管理又は処理であつて

政令で定めるもの（以下「廃棄物管理」という。） 

２・３ （略） 

 

（放射能濃度についての確認等） 

第六十一条の二 原子力事業者等は、工場等において用いた資材その他の物に含まれる放射性

物質についての放射能濃度が放射線による障害の防止のための措置を必要としないものとし

て原子力規制委員会規則で定める基準を超えないことについて、原子力規制委員会規則で定

めるところにより、原子力規制委員会の確認を受けることができる。 

２ 前項の確認を受けようとする者は、原子力規制委員会規則で定めるところによりあらかじ

め原子力規制委員会の認可を受けた放射能濃度の測定及び評価の方法に基づき、その確認を

受けようとする物に含まれる放射性物質の放射能濃度の測定及び評価を行い、その結果を記

載した申請書その他原子力規制委員会規則で定める書類を原子力規制委員会に提出しなけれ

ばならない。 

３ 第一項の規定により原子力規制委員会の確認を受けた物は、この法律、廃棄物の処理及び

清掃に関する法律（昭和四十五年法律第百三十七号）その他の政令で定める法令の適用につ

いては、核燃料物質によつて汚染された物でないものとして取り扱うものとする。 

 

 

〇核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令（昭和三十二年政令第三百二

十四号） 

 

（廃棄物管理） 

第三十二条 法第五十一条の二第一項第三号に規定する管理又は処理であつて政令で定めるも

のは、次のいずれかに該当するもの（廃棄物埋設事業者が廃棄物埋設施設において行うもの

及び船舶において行われるものを除く。）とする。 
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一 固体状の核燃料物質又は核燃料物質によつて汚染された物の管理であつて放射線による

障害の防止を目的としたもの 

二 液体状又は固体状の核燃料物質又は核燃料物質によつて汚染された物の処理であつて、

容器に封入すること、容器に固型化することその他の方法によつてこれらを管理又は最終

的な処分に適した性状にするもの 

 

 

●実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（昭和五十三年通商産業省令第七十七号） 

 

（定義） 

第二条 （略） 

２ この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

一 （略） 

二 「放射性廃棄物」とは、核燃料物質及び核燃料物質によって汚染された物で廃棄しよう

とするものをいう。 

三～十二 （略） 

 

 

●実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（平成二十五

年原子力規制委員会規則第五号） 

 

（放射性廃棄物の貯蔵施設） 

第二十八条 工場等には、次に掲げるところにより、発電用原子炉施設において発生する放射

性廃棄物を貯蔵する施設（安全施設に係るものに限る。）を設けなければならない。 

一 放射性廃棄物が漏えいし難いものとすること。 

二 固体状の放射性廃棄物を貯蔵する設備を設けるものにあっては、放射性廃棄物による汚

染が広がらないものとすること。 
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